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著書・論文等

○

取組の内容

●「日本はどこで間違えたのか」、2020年、河出書房新社　（単著）
●「『小さな拠点』をつくる」、2019年、農文協　（編・共著）
●「『地域人口ビジョン』をつくる」、2018年、農文協（編・共著）
●「『循環型経済』をつくる」、2018年、農文協（編・共著）
●「田園回帰１％戦略－ 地元に人と仕事を取り戻す－」、2015年、農文協（単著）

自治体の総合振興計画策定や地域運営組織の立ち上げ支援

　2020年度は、宮崎県五ヶ瀬町において、町の総合振興計画に関わる策定ワーキングの指導やコーディネーターを務める
と共に、町内の鞍岡地域において、今後の新たな地域運営組織の立ち上げ検討に関わるアドバイザー役を担った。
　総合振興計画ワーキングにおいては、町の若手職員と共に、具体的な経済循環データを基に今後の雇用創出の可能
性をシミュレーションした。また、町全体としての情報発信能力の向上に向けて、各自が町内の魅力を切り取った画像収
集を行い、プロモーションビデオ風にスライドショー制作のワークショップを実施した。
　新たな地域運営組織設立の支援においては、参考となる全国事例を紹介すると共に、住民や委員の多様な意見をわ
かりやすく共有するワークショップ等の指導を行った。

１９５９（昭和３４）年10月　島根県益田市生まれ
１９８２年	一橋大学経済学部　卒業
広島県・県立高校社会科教諭、株式会社　中国・地域づくりセンター主任研究員、ニュージーランド留学、広島大学大
学院国際協力研究科等を経て
１９９８年	島根県中山間地域研究センター　地域研究課　研究員　着任
２００４年	同センター地域研究グループ　科長
２００９年	島根県立大学連携大学院教授（10月より兼任）
２０１３年	島根県中山間地域研究センター　研究統括監
２０１７年　  ３月同センター・同大学院退職
４月「一般社団法人　持続可能な地域社会総合研究所」設立、所長就任

鞍岡地区地域づくり協議会
準備委員会の様子

（R2.7.27）

第4回総合振興傾向
策定ワーキングの様子

（R2.9.14）



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

　総合振興計画ワーキングにおいては、まず経済循環に関連して、具体性のある雇用創出の可能性と必要性
を共有することが出来た。また、町の魅力をまとめたスライドショー作成ワークショップでは、多角的な視点を確か
め、アピール力のある「切り取り方」に向けた貴重な研修機会となった。
　地域運営疎組織設立においては、参考事例の提供により機運醸成を実現すると共に、合意形成に貢献し
た。

　まず、抽象的な「べき論」ではなく、具体的なデータや画像収集、参考事例を基に、可能性や方向性の共有
に努めた。
　そして、共同作業により主体性を引き出し、多角的な意見の相互連関も含めた「見える化」を促し、合意形
成を促進した。

　私のモットーは、診断ファーストです。まずは、客観的で比較可能な地域データから、その自治体や地域の現
状と課題、可能性を探ります。そして、地元関係図等の構造分析で、強み・弱みを整理し、地域の力を束ね
るつなぎ直しに向かいます。
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取組分野の分類
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※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他

○ その他

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

○ 集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援

地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

地域と関係人口の協働 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 その他

働き方改革 ふるさと教育

子どもの貧困対策 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

官民連携（PPP・PFI） メディア活用策

自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

○ 住民参加 その他

その他

メールアドレス master〔アットマーク〕susarea.jp

持続可能な地域社会総合研究所 http://www.susarea.jp/
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